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1. はじめに 

植生が地盤に与える影響について，表層崩壊・侵食

の防止などの効果がある一方，蒸散作用による地盤

内水分の減少，地下水位の低下による不等沈下が生

じる危険性があり，プラスとマイナスの両面がある．

そのため，これらの植生の地盤に対する影響を，定量

的・総合的に評価する必要がある．しかしながら，植

生の生育メカニズムは複雑であり，植生に関する不

飽和土の評価は難しいものとされてきた．近年では，

不飽和土の構成モデルが発展し，初期値境界値問題

に植生の影響を考慮できるようになっている． 

そこで本研究では，植生の吸水効果を定式化し，不

飽和土/水/空気連成有限要素解析(DACSAR-MP)を

用いて，実例を参考に植生を考慮した地盤構造物に

ついてシミュレーションを行い，植生が構造物に与

える影響を推定した． 

 

2. 解析条件 

 解析条件について以下の表-1に材料定数，図-1に

解析領域を示す．材料は粘性土を想定し，各境界条件

で植生の影響を評価する．Poznań clay は圧縮性が高

いため，Boulder clay に比べ沈下しやすい材料となっ

ている．  

蒸散の影響をわかりやすくするために，植生周辺

での要素は小さくし，caseA を蒸散・降雨・蒸発を考

慮したもの，caseB を降雨・蒸発のみを考慮したもの

として 2 種類の解析パターンを設定した． また

caseA と caseB はどちらも建物荷重を与えている．建

物荷重は実例を再現するために RC 構造 5 階建ての

構造物を想定し，8000(kg/m2)とした．建物建築後の即

時沈下が大きいことを考慮し，建物荷重は初年度の

み与えている．また解析は建物が建設された 1961 年

から建物北側の木が伐採された 1993 年までの 30 年

間(1961 年~1993 年)を対象とした． 

 

 

3. 解析結果及び考察 

図-2 に解析結果を示す．図は地盤沈下量が最大と

なる 1980 年時点での平均有効応力 p′，偏差応力 q，

体積ひずみ εv，サクション s，間隙比 e，飽和度 Srを

示している． 

 

表-1 (a)材料定数(Poznań clay) 

 

mGska(m/day)kw(m/day)ν’Mκλ

1.02.658.64×10-28.64×10-40.301.40.0370.18

P'
satmnESr0γte0na

45.00.01.30.151.561.1521.010.0

表-1 (b)材料定数(Boulder clay) 

 

mGska(m/day)kw(m/day)ν’Mκλ

0.82.658.64×10-38.64×10-50.301.40.0230.097

P'
sat

mnESr0γte0na

45.00.01.30.151.561.1931.010.0

 

図-1 解析領域 
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図-2 (a)平均有効応力 p′ 
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図-2 (b)偏差応力 q 
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図-2 (f)飽和度から植生の蒸散作用により地盤内水

分が減少することで，(d)サクションが caseB では建

物下での狭い範囲で増加しているのに対し，caseA で

は建物下・植生付近において大きく増加しているこ

とがみてとれる．サクションが増加することで間隙

水圧が低下し，(a)平均有効応力は caseB では建物下

を中心に増加しているが，caseA では解析領域内下側

において広い範囲で増加し，植生付近でも増加して

いる．平均有効応力が増加するとともに，(e)間隙比

は caseB では建物下での狭い範囲で低下がみられる

のに対し，caseA では建物下での間隙比は初期に比べ

て小さくなり，caseB に比べて広い範囲で間隙比の低

下がみられる．よって，植生の蒸散作用による地盤沈

下の原因は蒸散作用による地盤内水分の減少により，

サクションが増加し，間隙水圧が低下することで，平

均有効応力が増加するとともに間隙比が低下するこ

とによるものであることが明らかになった． 

 

図-３より caseBでは沈下量が建物を中心として左

右対称な沈下量を示しているのに対して，caseA では

植生側(北側)のほうが沈下量が大きくなっているこ

とがみてとれる．caseA，caseB での最大沈下量の差

は 7.0cm となった． 

本研究では現場の植生からクスノキ 6 本分の蒸散

量・根系分布の広がりを想定している．樹木数が多い

場合には蒸散量が大きくなり，根系分布がより広が

ることで，地盤沈下が広範囲においてさらに大きく

なることが推定されることから植生の蒸散作用によ

る地盤沈下の危険性は無視出来ないといえる． 

 

4. おわりに 

 本研究では，植生の蒸散作用による不等沈下事例

を解析的に再現した．蒸散作用により地盤内水分が

減少し，サクションが大きくなり，平均有効応力が増

加，間隙比が低下することが明らかになった．本研究

は実例をもとに現場の植生からクスノキ 6 本分と仮

定し，根系分布と蒸散量を入力したが，樹種や本数に

よらない普遍的な対策工を検討していく必要がある． 
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図-2 (c)体積ひずみ εv 
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図-2 (d)サクション s 
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図-2 (e)間隙比 e 
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図-2 (f)飽和度 Sr 
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図-3 地表面沈下量(20 年経過時，1980 年) 
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